
事業継続計画（地震編）の概要 平成30年3月

�⼤規模地震発⽣後の時間経過に応じた⾏動内容を定め、用水供給事業を継続するために必要な措置を講ずるもの。
�事業の継続に必要な経営リソースを確保することを目的。
�発⽣する被害の軽減を目的とした防災計画（事前対策）とは異なる。

要旨

事業継続計画（地震編）とその管理・運用

被害想定
� 海溝型地震（南海トラフ地震）＋停電＋津波
� 内陸型地震（上町断層帯地震）＋停電

事業継続の目標設定
� 構成市の応急給水目標に対応する水量の継続供給
� 10⽇以内の施設復旧（施設被害の場合）

事業継続のための被災時の対応
直後： 職員の参集、安否確認
初動： 本部設置、広報、情報の収集・伝達
応急： 課所の具体的⾏動、応急給水

事業継続のための最優先業務
施設被害、停電被害、津波被害について、時系列の活
動段階別（直後、初動、応急、応急復旧）に優先業務
を設定

最優先業務の実施のための体制確⽴
役割分担の明確化と、ツール（初動対応
カード）やルール（管理職不在時の意思
決定や職員の参集）を設定

最優先業務実施のための経営リソース確保
非常用電源、監視・制御設備、通信設備、
浄化薬品、燃料、災害用備蓄品、緊急対応
業者との連携について、具体的に設定

事業継続計画の運用
教育・訓練の実施と
維持改善計画
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構成市の応急給水目標
10⽇まで 20L/人・⽇
14⽇まで100L/人・⽇


